
第 15 回宮崎県新型コロナウイルス感染症対策協議会 意見概要 

 

日時：令和 3 年 9 月 28 日（火）19：00～20：30 

場所：防災庁舎 4 階 43・44 号室 

 

（委員） 

県内の主要地点の人流について、時短要請の段階では一気に下がっているが、

「まん延防止等重点措置」の適用以降は大きな変化が見られない。今後、新たな

対策を考えているか。 

 

（事務局） 

大規模集客施設への時短要請も行ったが、連休で人流が増加しているところ

もある。次の感染拡大の波が来た場合にどう抑制していくか、検討していきたい。 

 

（委員） 

感染経路を見ると、家庭内での感染が多いが、療養場所を見ると自宅での療養

が多くなっている。家庭内での感染を防ぐためにも、宿泊療養施設の拡充を検討

してはどうか。 

 

（事務局） 

隔離が必要な場合もあれば、家族全員が罹患しているケースなど、自宅療養が

適切な場合もあるので、個々の状況を見ながら、総合的に判断し、適切な対応を

行っていきたい。 

 

（委員） 

様々な措置により、ここまで感染者数が下がった。感染状況が落ち着いている

今の時期に、現場の声を反映させて、次の波への対策を進めてほしい。行動要請

等を段階的に緩和する中で、どこまで感染者数が増えたらアラートを鳴らして

いくのか、見通しがあると医療従事者も安心できる。「第５波」では、呼吸器管

理を行う体制がぎりぎりであり、災害レベルだった。重症患者に対応できる医療

機関が限られており、一部の医療機関に負荷が集中していた状況がある。体制の

強化をお願いしたい。 

 

（委員） 

ワクチンの接種が進んでおり、実際に患者の入院期間も短くなったように感

じている。医療提供体制について、県病院では、コロナ患者の対応、それ以外の



疾患の対応、ワクチン接種の対応など、業務が広域にわたっている。業務負担軽

減のため、医療機関間で役割分担ができないものかと考えている。 

 

（会長） 

「第４波」収束後に、後方支援病院を増やすとのことだったが、この取組はう

まく動いたのか。現在は医療機関同士で個別に転院の調整を行っているが、より

スムーズに行うためにも、一カ所で調整できるようなシステムが作れないか検

討してほしい。 

 

（事務局） 

後方支援病院として 40 の医療機関に登録をいただき、実際に４医療機関で１

５名の患者を受け入れていただいた。想定していたより転院の実績は少ない印

象だが、自院内でコロナ病床から一般病床に転床したという例も多数聞いてい

る。今後とも医療機関の現場の意見を踏まえ、回復後患者がスムーズに転院でき

るよう、より良い対応を検討していく。 

 

（委員） 

ジモ・ミヤ・タビキャンペーンは宮崎市以外で再開する方針か。各市町村にお

いてそれぞれ準備を行っており、県がしっかり方針を示してもらえると市町村

も足並みを揃えられるので、速やかな情報発信をお願いしたい。 

 

（事務局） 

宮崎市以外では１０月１日からキャンペーンの適用を再開する方針であり、

明日の対策本部会議で決定する見込み。なお、宮崎市は、１日から新規予約を再

開し、１１日以降にキャンペーンの適用を再開する予定としている。 

 

（委員） 

高齢の方の死亡が多いが、ワクチン接種率も高齢者が高い。高齢者は基礎疾患

等で元々のリスクが高いが、見方によってはワクチンを打っても重症化は防げ

ないように捉えられてしまう。情報を出すときには年齢ごとに表示するなど、工

夫すると良いと思う。 

 

（委員） 

自宅療養者の健康観察について、訪問看護ステーションに対応してもらって

いるが、今後研修会をやっていただき、安心して対応できる体制をつくってもら

いたい。 



軽症者の宿泊療養施設についても、様々なところから応援をいただいているが、

来てすぐに動けるわけでもないので、事前の準備も含め、しっかりとした応援体

制をつくっていただきたい。 

 

（委員） 

県では病床確保や重症化予防センターを設置するなどの取組を行っているが、

自宅療養者をできるだけ減らしていく体制は作れないか。また、時短要請につい

て、飲食店とその他の事業者間で支援に乖離がある。市町村の意見を聞いて、制

度設計をお願いしたい。 

 

（知事） 

ワクチン接種が進むことで、高齢者の感染や死亡、また高齢者施設等でのクラ

スターも減っている。次の感染拡大の波に向けて、県外からの感染の持込みをい

かに防いでいくかが課題になる。県単独での呼びかけだけでなく、全国的な強い

メッセージを国に求めていく必要があると考えている。「緊急事態宣言」等が一

斉に解除になるが、３大都市圏など、全国的に見るとまだまだ感染が十分に沈静

化しているとはいえない状況がある。感染の再拡大を防ぐため、警戒を緩めるこ

となく対策を行っていく必要がある。長期間にわたる「緊急事態宣言」等により

影響を受けた様々な事業者への支援についても、今後市町村や経済団体等のご

指摘もいただきながら進めてまいりたい。 


